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研究成果の概要（和文）：衛星データを活用した水質評価手法を開発し、世界各地の水域に適用した。開発した
手法により、経年的な水質変化を評価できただけでなく、異常気象、河川流量、ダム、土地利用変化の影響も解
析できることを示した。また、衛星データと社会経済的データを併用し、機械学習モデルにより基本的水質
（BOD、大腸菌群数）を評価する手法を開発した。また、COVID-19の拡大防止のために実施されたロックダウン
により社会活動が抑制され、水質が改善した事例も分析した。

研究成果の概要（英文）：A water quality assessment method using satellite data was developed and 
applied to water bodies around the world. The developed method not only enabled us to evaluate 
changes in water quality over time, but also to analyze the effects of extreme weather events, river
 flows, dams, and land use changes. We also developed a method to evaluate basic water quality (BOD 
and total coliforms) using a machine learning model in conjunction with satellite data and 
socioeconomic data. We also analyzed cases where social activities were curtailed and water quality 
improved as a result of lockdowns implemented to prevent the spread of COVID-19.

研究分野： 環境工学

キーワード： リモートセンシング　水質評価　モデル
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
衛星データによる水質評価では、モデルを適用できる地域が限られること、一般に水質評価に用いられる指標の
評価ができないことが課題であった。前者については最新のクラウドプラットフォームの活用により広大な水域
の評価を可能とした。また後者については衛星データと社会経済データを統合し、実測による評価しかできない
基礎的な水質項目の評価が可能であることを示した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

持続可能な開発目標（SDGs）にうたわれている安全で持続可能な水利用・管理（SDG 6）を達

成するには、人間が利用する水（主に表流水）の水質を利用可能なレベルに保つ必要がある。上

下水道、衛生インフラの整備などにより水質改善が図られているが、20 世紀後半の爆発的な人

口増加に伴い、特に途上国において深刻な水質汚染が問題となっている。 

水汚染の状況や開発による水環境改善状況を把握する目的で、先進国では環境基準点を設定し

定期的なモニタリングが行われている。しかし、途上国には全く調査が行われていないか、大都

市域など限られた地域でのみ調査が行われている国がある。多数の地点で定期的な水質測定を

行うには設備や予算面で限界があるのが理由の一つである。 

一方、実測によらない水質評価手法として、リモートセンシング技術を用いた手法が開発されて

いる。水面からの主に可視光の反射強度をもとに水質を評価する手法であり、クロロフィル a や

濁度、沿岸域の塩分などの評価に用いられている（Gholizadeh et al.、 Sensors、 16、 1298、 

2016）。しかし、生物化学的酸素要求量（BOD）、窒素、リン、糞便汚染指標微生物等のより一

般的な水質指標は反射強度との直接の関係がなく、リモートセンシングデータのみを用いた評

価は原理的に不可能である。局所的な適用事例は報告されているものの、理論的な裏付けができ

ないため一般化には至っていない。 

 

 

２．研究の目的 

本研究は実測によらない水質評価手法の開発を目的とする。リモートセンシング技術をもとに

した水質評価における上述の技術的課題を解決するため、反射強度のデータと、より水質に密接

に関連する他のデータを組み合わせることで、水質を統合的に評価する手法の開発を目指す。下

水（畜産排水や処理水を含む）が主な汚染源である衛生学的水質は、流域の人口や土地利用、経

済発展の程度やインフラの整備状況と強い関連があることから、これらのデータを用いること

で従来の手法より精度よく水質評価ができるのではないかと考えた。 

上述のとおり、リモートセンシング技術を用いた水質評価は反射強度データのみを用いた解析

に限られており、他のデータと組み合わせた解析は本研究の独創的な点である。開発した手法を

用いることにより、リモートセンシングデータにもとづく水質評価の適用幅が広がると考える。

評価できる項目が増えるだけでなく、単一の手法で地理的に異なる河川等の水質評価（空間的拡

大）、実測データが存在しない過去の水質の評価（時間的拡大）などの展開が考えられる。 

 

 

３．研究の方法 

(1)ケーススタディとする水域の選択、データの収集 

リモートセンシングデータ（Landsat を基本、他に Terra ASTER、NOAA WorldView-3 等から解像

度等を考慮して選択）や水質データベース（GEMStat（全世界）、USGS Water Quality Portal（ア

メリカ等）、EEA Waterbase（EU）等）を精査し、解析対象とする水域を選択した。衛星写真の取

得時期やデータの質、水質データの諸項目（測定地点、項目、時期）など検討項目が多岐にわた

るため、選択には時間を要する。あわせて他のデータ（人口密度（Global Human Settlement Layer



等）、GDP 等）も取得した。 

 

(2)リモートセンシングデータに基づく水質評価 

(1)で選択した水域を対象に、リモートセンシングデータによる水質評価モデルを構築した。そ

の際、ある一つの水域を対象としたモデルを構築し、そのモデルをほかの多数の水域に適用する

ことを試みた。それぞれの研究において、水質の時系列変化の解析や、その変化を引き起こした

因子についての分析を行った。 

 

(3)衛生学的水質を評価するモデルの構築 

一般に水質評価に用いられる基礎的な水質項目は、リモートセンシングデータとの直接的な関

係は薄いとされている。そこで、リモートセンシングデータに社会経済指標を加えることで、衛

生学的水質の評価を試みた。対象地域においてリモートセンシングデータや社会経済指標のデ

ータを収集し、機械学習により水質を評価するモデルを構築した。 

 

 

４．研究成果 

本研究では、リモートセンシング技術で得られる反射強度データに人口分布、土地利用、経済発

展の程度等の社会経済データを加えることで、実測によらない水質評価手法の開発を目指した。

水質評価に用いる水質や社会経済データはオンラインデータベースと現地で入手するデータを

あわせて活用する予定であったが、COVID-19 の世界的流行により途上国での調査や情報収集が

不可能となった。そこで、水質データはオンラインデータベースにあるものに限ることとし、ま

た説明変数として用いる社会経済データ等も現地でなくても入手できるデータのみを活用する

こととした。また、COVID-19 拡大防止のために社会活動が制限されたことによる水質への影響

を評価することにも挑戦した。 

 

(1)オンラインデータベースの調査と研究対象水域の選定 

研究の基盤整備を目的として、モデルの構築に用いるデータの入手可能性を考慮してケースス

タディを行う水域を選定した。GEMStat（国連環境計画、全世界）、Water Quality Portal（アメ

リカ地質調査所、アメリカ等）、Waterbase（欧州環境機関、EU）等の広域水質データベース、チ

ェサピーク湾（アメリカ）、霞ケ浦、東京湾（日本）等の地域水質データベース、衛生データな

どを精査し、データの質（水質項目等）や量（測定頻度等）を勘案し、チェサピーク湾をケース

スタディサイトとすることにした。あわせて、利用可能な衛星データについて調査し、MODIS や

Landsat が候補となることを確認した。また、ある水域を対象として開発したモデルを他水域に

適用することを検討するため、アジアの主な 10 河川の河口域を対象とした解析を行うこととし

た。 

 

(2)チェサピーク湾の水質変化とそれに与える因子の解析 

MODIS Terra 画像に基づいてチェサピーク湾の総浮遊固形物（TSS）濃度を推定する Google Earth 

Engine アプリケーションを開発した。長期アーカイブ衛星データ（2002 年から 2020 年）を現地

観測と組み合わせ、湾の TSS 濃度の時空間パターンをモデル化して評価した。時系列分析によ

り、TSS 濃度が 2002 年から 2020 年の間に統計的に有意な減少傾向を示した。湾の 60 セグメン

トのうち 49 セグメントで減少傾向が観察され、チェサピーク湾の水質基準の達成に向けて大幅



な進歩が見られたことが示された。また、月単位の TSS 濃度の分析によりチェサピーク湾におけ

る TSS の 12 の主要なピークイベントが確認され、これらは冬の猛吹雪と夏のハリケーンの時期

と一致した。 

 

(3)アジア主要 10河川の河口域の水質評価 

気候変動や人為的な活動が河川の水文状態に影響を与え、沿岸海域に放出される栄養塩や浮遊

物質が変化している可能性がある。しかし、この仮説の検証は、観測データの不足や世界的に受

け入れられている浮遊物質濃度（SSC）アルゴリズムが利用できないことなどが障害となり、困

難である。ここでは、利用可能な 10 の衛星 SSC アルゴリズムを用い、アジアの主要 10 河川

の河口における SSC の傾向（2000-2020 年）を分析した。その結果、黄河、パール川、インダ

ス川の河口では SSC が減少し、ナルマダ川、ガンジス・ブラマプトラ川の河口では増加する傾

向が見られ、空間的に異なる傾向があることが確認された。一方、残りの河川の河口では、有意

な傾向は見られなかった。流域の河川流量、ダム、土地利用の変化は、それぞれ単独では不十分

であるが、併用すると観測された SSC の傾向を再現することができた。この結果は、アジア沿

岸では気候変動よりも人為的な活動が海洋生態系を脅かしていることを示唆している。 

 

(4)リモートセンシングデータと社会経済指標の統合による衛生学的水質評価 

大規模水域の水質を空間的・時間的スケールで正確に予測することは、SDGs の Goal 6 において

要求される目標である。リモートセンシングデータと社会経済指標を組み合わせることで、イン

ドの 228 の湖の水質を評価するモデルを構築した。その結果、これらのデータを共にモデルで使

用することにより、水域の BOD と大腸菌群数の予測精度が向上し、今後の研究において時間的な

幅を持たせることができることが示された。また、用いた機械学習モデルの中では、ランダムフ

ォレストモデルが、対象となる両基準に対して最も良い性能を示した。 

 

(5)COVID-19 によるロックダウンが水質に与える影響 

インドのベンバナード湖を対象として COVID-19 拡大に伴う社会変動による水質への影響を評価

した。Landsat-8 OLI 画像をもとに構築した浮遊粒子状物質（SPM）濃度推定アルゴリズムによ

り、ロックダウン期間中の SPM 濃度はロックダウン前と比較して平均で 15.9%減少したことが示

された（-10.3%から 36.4%の減少、最大 8 mg/L）。また、2013 年-2020 年の各年 4月の SPM 濃度

の時系列分析により、ベンバナード湖の 20 ゾーンのうち 11 ゾーンにおいて 2020 年 4 月の SPM

濃度が最低であり、最大 34%の減少を記録したことが明らかとなった。これらの結果により、こ

の地域の社会活動の停滞による湖水の水質改善効果を定量できただけでなく、ラムサール条約

の条約湿地であるベンバナード湖の水質保全には人為的活動による汚染の制御が重要であるこ

とが示された。 
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